
(3)

(5)
(6)
(7)
(8)
(9)
(10)
(11)

(A)
(13)
(14)
(B)

区 分 決 算 額

－

1.27

19.9

229.9

2,356,613

472,892

5,270,528

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

駐車場事業

利子補給等 54,533

5,205,806
24,752,095

１７年度
１８年度

農業集落排水事業

88,773

３
ヵ

年

平
均 20.25809

その他の事業 12,598

実 質 赤 字 比 率

（ 単 位 ： 千 円 ， ％ ）

(C)

標 準 財 政 規 模

( (A) + (B) + (C) ) / (D)

実質公債費比率

1,832,370
138,066

29,957,901

区 分
（単位：千円，％）

(2)

7,538,851(1)

0

(7)～(12)の額
小　計　(13) － (14)

公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認
められる補助金又は負担金
債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金
（地方債の元利償還金を基礎として算入されたものに限る）

比
率
の
状
況

1,929,911

決 算 額
（千円）

公債費充当一般財源等（繰上償還額及び満期一括地方
債

（３）の内訳

水道事業 36,732

下水道事業

決 算 額連結実質赤字比率

決 算 額
（千円）

（５）の内訳
1,568,636

分
子

1,607,398
56,672

(4)

67,131
40,847

301,197

標準財政規模

資金不足比率

18.17373

１９年度 21.29326

19 9

(12)

小　計　( ( (1) ～ (6) ) － ( (7) ～(12) ) )

（単位：％）

(A)

(B)

実 質 赤 字 比 率

繰 上 充 用 額

支 払 繰 延 額

事 業 繰 越 額

(D)

連 結 実 質 赤 字 比 率

区 分
（単位 千円 ％）

分
母

21.2

一時借入金の利子
災害復旧費等に係る基準財政需要額
（７）のうち準元利償還金に係るもの
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費
（９）のうち準元利償還金に係るもの
密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金

2,664

(A) ／ (B) × 100

実 質 赤 字 比 率

左 の 内 訳

実 質 公 債 費 比 率

健全化判断比率の状況

平 成 １ ９ 年 度
(%)

(%)

(%)

(%) 満期一括地方債の１年当たりの元金償還金に相当する
もの（年度割相当額）等

0

0

0

29,957,901

－

決 算 額 実 質 公 債 費 比 率 （ 単 年 度 ）

(1)
(2)
(3)
(4)
(5) (1)
(6) (2)
(7) (3)
(8) (4)
(9) (5)
(10) (6)
(11) (7)
(12) (8)
(13) (9)
(14) (10)
(15) (11)
(16) (A)
(17) (12)

(13)
(14)
(15)
(16)
(17)

(B)
将 来 負 担 比 率 229.9

(A)

(B)

△ 405,911

0
△ 1,767,660

529,424
△ 265,176

0
△ 50,862

0
1,555,939

△ 388,095
74,905

実質公債費比率

－
－

そ
の
他

特
別
会
計

23,170
△ 211,272

0
4,370

１９年度末充当可能基金現在高

農業集落排水事業 5,941,040

19.9

決 算 額
（千円）

352,936

29,596,373

決 算 額

4,765,451
695,596

上水道事業

（３）の内訳

383,293

74,136,736
472,358

下水道事業

連 結 実 質 赤 字 額

実
質
収
支

充当可能な特定の歳入見込額
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

383,293
(13)のうち準元利償還金に係るもの

国民健康保険事業特別会計
老人保健事業特別会計
介護保険事業特別会計（保険事業勘定）

駐車場事業特別会計

将
来
負
担
額

0

組合等の地方債の元金償還に対する本市の負担見込額
退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額
設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額
連結実質赤字額

7,528,055
608,957

29,957,901標準財政規模
災害復旧費等に係る基準財政需要額

29,957,901

190,234

1,568,636
1,607,398

1,832,370

582,900

鳥取県信用保証協会 26,057
56,672

2,664

24,752,095

138,066

（単位：％）

駐車場事業 503,280

（６）の内訳 決 算 額
（千円）

米子市開発公社

区 分
（単位：千円，％）

市営墓地整備事業特別会計

56,909,734

36,393,629

60,058,480

2,906,233市営墓苑事業特別会計

21.2
(A) ／ (B) × 100

実

質

収

支

一

般

会

計

等

一般会計
南公園事業特別会計
住宅資金貸付事業特別会計
土地取得事業特別会計
高齢者住宅整備資金貸付事業特別会計

崎津団地開発促進事業特別会計

下水道事業特別会計

(A) / (B) × 100
連 結 実 質 赤 字 比 率 1.27

資
金
不
足
・

資
金
余
剰
額

法
適
用

農業集落排水事業特別会計
流通業務団地整備事業特別会計

法
非
適
用

水道事業会計
工業用水道事業会計

44.5

17.9
－

327,641

(18)

１９年度末一般会計等の地方債現在高
債務負担行為に基づく支出予定額
一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費
(15)のうち準元利償還金に係るもの
密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方
債の元利償還金を基礎として算入されたものに限る）

組合等の連結実質赤字相当額のうち本市の一般会計等の負担見込額

小計（ 将来負担額 － ( (9) ～(11) ) )

（注）1.連結実質赤字額は、赤字会計の合計値と黒字会計の合計値の絶対値であり、赤字の場合は
　　　　整数値となる。

(A) ／ (B) × 100

(1) ～ (17) の 合 計 額 ※ 絶 対 値

標 準 財 政 規 模

将 来 負 担 比 率

区 分
（単位：千円，％）

左 の 内 訳

小計（ 標準財政規模 (12) － 算入公債費等 (13) ～ (18) )


